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原告第２８準備書面（２０２４年１２月２７日提出）   

抜粋（１５－２１頁）  

 

第５  令和６年１１月２０日付の裁判所からの求釈明事項への回答  

１  大口出品契約の締結はいつか  

２０１３年 6 月からである。  

 

２  「ブランドレジストリーの差し止め」の具体的内容及び請求の法的

根拠を明らかにされたい  

被告は、乙第４６号証を提出し、その中で別表１番号１６及び１８

の「HARRODS」というブランド名は、「ブランドレジストリーへの

登録あり」と記載している。しかし、その登録者は公開しない。  

原告は特許情報プラットフォーム「 J-PlatPat」に記載された商標登

録「HARRODS」の権利所有者である Harrods 社法務部に対し、自ら

照会をかけた。結果、権利所有者は「Amazon ブランドレジストリー

に登録していない」ことが判明した【資料５】。  
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【資料５】  

２０２４年１２月４日付  Harrods 社法務部  シニア・リーガル・カウンセ

ル  Polly West 氏からの返答   

 

［原告翻訳］   

木村様  当社は貴殿の手紙を受領しました（添付参照）。   

当社は貴殿の手紙に記載された事柄や申立てについては把握しておらず、  

Amazon ブランドレジストリーに登録していないことを確証します。   

この確証により、Amazon での貴殿の販売における Harrods 社の関与に関

する懸念が払拭されるものと信じております。  

敬具  

ハロッズ社法務部   
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また別表１番号１１のブランド名「Miffy」についても、権利所有

者である Mercis 社は、同社が Amazon での販売に規制をかけること

はしていないと原告に伝えるのみならず、問題なく Miffy の使用を許

可し、販売できるよう被告に連絡するとまで申し出てくれている。な

お Mercis 社は、商品が Miffy（ミッフィー）であり、 Snoopy（スヌ

ーピー）には何ら関係のない商品を、被告（販売元 Amazon.co.jp）

が「スヌーピー、ミッフィー  トートバッグ」との商品タイトルで販

売している事実について（原告第２６準備書面の２３頁）、むしろこ

れが商標の不正使用にあたるのではないかと指摘した。  

海外企業への照会では、原告は海外宛てでも正式に受領が証明でき

るものとして、金曜日に発送すると欧米には翌月曜日には配達され、

サインも画像で確認できる国際宅配便 DHL を使い、上記の回答を得

ることができた。しかし、これらの証拠を得るため輸送費だけでも１

件１万円以上のコストがかかった。  

なお、コストはかかったが、セラーフォーラムで他の出品者が自ら

の商標登録ブランドが既に他社により、ブランドレジストリー登録さ

れていたと問題提起したとおり（原告第２０準備書面２０－２４頁の

２、原告第２２準備書面６頁）、被告が運用するブランドレジストリ

ーは第三者、あるいは被告自らが真の権利所有者の権利を侵害し、勝

手にブランド登録を行っていることが判明した。ブランドは商標登録

する時点でその権利を主張するものであり、本件ストアで秘密裡にブ

ランド登録を行わなければ権利が守れないことなどなく、むしろ、ど

のブランドが誰によって登録されているか開示が必要であることは上

記事実からも明白である。また、非公開である「ブランドレジストリ

ー」は、ブランドレジストリー出品者以外の原告を含む非ブランドレ
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ジストリー出品者は、本件ストアでの出品にはある程度大量に仕入れ

る必要があると権利所有者から仕入れたものの、いざ登録しようとす

るとそのブランド登録者が存在し、そのブランド名を使用したければ

ブランドレジストリーに登録した出品者からの販売許可が必要である

が、それが誰かは一切開示せず、権利所有者でない可能性があるとい

う予測不可能な仕入れをさせられるという、本件ストア以外ではあり

えない不利益が存在する。それが海外ブランドであるなら、書面で問

い合わせるコスト以外にも英語で書面を用意する必要があり、日本人

出品者にとって確認するという行為自体ハードルが高い。結果、本件

ストアで販売できない在庫を抱え、経営が圧迫されるという日本人出

品者に不利益をもたらす運用を行っている【資料６】。  
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【資料６】  

①   ２０２４年１１月２２日のセラーフォーラム  
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②  ２０２４年１２月２５日のセラーフォーラム  
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Amazon は各国独自のシステムを運用しており、例えばライバル企

業の楽天に対抗すべく出品者に購入させている Amazon ポイントは日

本でのみ導入され、他国 Amazon では存在しない。並行輸入品の販売

は我が国の法律で認められており、並行輸入品販売不可リストを掲載

する本件ストアにおいて、システム上、日本限定でブランドレジスト

リーの登録者を開示できないなどとする理由は一切ない。原告はブラ

ンドレジストリーに登録されたブランド名と登録者の開示を求める。  

ブランドレジストリーに登録者を開示しないことで秘密裡に海外ブ

ランドによる越境販売、あるいは被告自らを含む商標権者以外の第三

者のみを許可するという独占販売を認めている。非公開でブランドレ

ジストリーを運用する被告は、独禁法１９条が定める「事業者は、不

公正な取引方法を用いてはならない。」、及び同法２条９項５号が指

定する、上記の不公正な取引方法に当たる行為の一つとして、自己の

取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習

に照らして不当に、「取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒

み、取引の相手方から取引に係る商品を受領した後当該商品を当該取

引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に対して取引の対価の支払を

遅らせ、若しくはその額を減じ、その他取引の相手方に不利益となる

ように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施するこ

と」（同号ハ）に当たる行為に該当する。  


